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研究成果の概要（和文）：ベトナムのドイモイ政策には優先的政策の１つとして中小企業の振興が含まれている。本研
究では，企業実績（付加価値，全要素生産性），人的資本と社会資本による企業実績への貢献，非国有企業を取り巻く
法的環境などの観点から中小企業について分析した。また，１次データを用いて企業家精神に関する比較研究をベトナ
ムとバングラデシュについて行なった。暫定的結論は，ベトナムでは人的資本と社会資本が中小企業の実績を高める好
循環として働き，教育が企業家精神の促進と経済発展にとって重要だということである。教育部門の政策立案において
は，社会の需要に留意するだけでなく，中小企業に適した教育に留意することが必要である。

研究成果の概要（英文）：The reform (Doi Moi) policy in Vietnam that was launched in the late 1980s 
includes the SME promotion as one of the priority policy elements. In the current study we examine SMEs 
and evaluate their development with respect to enterprise performance (VA, TFP); contribution of 
entrepreneur’s human and social capital to firm performance; and the legal environment around non-state 
enterprises. We also conduct a comparative study on entrepreneurship issues between Vietnam and 
Bangladesh using primary data. The conclusions from the study are that entrepreneurial human and social 
capital work in a virtuous circle to enhance SME performance, and that education is vital to 
entrepreneurship promotion and economic development. Policy formulation for the education sector should 
pay more attention on the demand in society, the quality and appropriateness of education for the SME 
sector that generate profit opportunities for entrepreneurs and employment opportunities for the labor 
force.

研究分野： 経済開発論
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１．研究開始当初の背景 

1980年代末に開始されたベトナムの制

度改革（ドイモイ政策）においては，多

様な所有制が是認され，マクロ経済の安

定化，農業部門の改革，貿易と投資の改

革，国有企業改革，民間部門開発などを

含む多くの分野で改革が進められた。民

間部門開発では，中小企業の振興が政策

に含められ，首相令 56/2009/ND-CP に基

づいて，中小企業発展促進委員会が設立

された。中央政府レベルでは計画投資省

の大臣がこの委員会の長となり，地方レ

ベルでは各州の議員が中小企業発展を支

える。 

過去 20 年間にベトナムで中小企業が

社会・経済発展と工業化に果たしてきた

役割は，決定的に重要である。この点を

認めるならば，この国の活気のある企業

家と企業家精神が製造業の高成長を支え

た要因の 1 つであると考えることができ

る。しかしながら，この国の企業家精神

について包括的に論じた学術論文は多く

ない。本研究の目的は，ベトナムの企業

家精神に関する研究ギャップを埋めるこ

とである。 

 カンボジア，ラオス，ベトナムの比

較優位と縫製業について研究し，特に技

術効率とその決定要因を分析した。この

うちベトナムについて得られた重要な結

果は，以下の通りである。⑴ベトナムは

労働集約的産業（米，コーヒー，縫製品，

履物など）に比較優位を示していたが，

次第に資本集約的産業（電気機械やバイ

クなど）に比較優位を移している。⑵付

加価値の高い洗練された商品（一部の衣

料，帽子，旅行用品・鞄，電気設備，バ

イクなど）において産業内特化（貿易）

の兆しが現れつつある。⑶ベトナムの縫

製業は，後方連関効果など多くの面でカ

ンボジアやラオスよりも発展している。

⑷縫製業の中小企業およびホーチミン市

に立地している企業は相対的に技術効率

が高い。⑸非国有企業の方が国有企業に

比べて技術効率は高い。⑹輸出と商品特

化をしている企業の方が技術効率は高い。  

本研究は，縫製業の中小企業に関する

研究に加えて，ベトナムの経済発展をも

たらす他の重要な産業も含めて分析した。

中小企業は非国有企業部門のバックボー

ンを形成しているため，本研究では企業

のパフォーマンスだけでなく，ベトナム

の中小企業の叢生と発展の背後にある要

因も明らかにした。企業家精神と事業環

境（企業家や事業者を育てる環境）は，

中小企業発展の根源的な条件である。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は主として 3 つある。第

1は，（製造業における生産シェアから見

た）主要産業における中小企業のパフォ

ーマンスを評価し，その決定要因を探り，

研究対象を縫製業から他の製造業にまで

広げることである。第 2 は，中小企業の

企業家精神と中小企業を取り巻く環境を

分析し，中小企業発展の根源的要因を明

らかにすることである。第 3 は，バング

ラデシュやラオスなど他の途上国との比

較研究を通じて，中小企業の発展と企業

家精神に関する理解を深化・拡張するこ

とである。 

 

３．研究の方法 

 本研究では次のような 2 つのアプロー

チを取った。1 つは，主に既存のデータ

を用いて，ベトナムとラオスの中小企業

のパフォーマンスを比較分析することで

ある。具体的には，ベトナム統計総局に

よる企業レベルのデータ，CIEM の実施し



た企業サーベイ，国連の Comtrade による

貿易データを用いた分析を行なった。こ

のアプローチでは，国民経済における当

該産業の役割，比較優位，成長と輸出の

ポテンシャル，政府の開発政策など多く

の評価基準に基づいて主要産業を定め，

その産業における中小企業を分析した。

研究対象になる主要産業は，農業，建設

業，貿易，サービス業，公共部門と非国

有部門，繊維・縫製産業，および自動車・

バイクのサポーティング産業（金型，プ

ラスチック加工，部品など），公益事業関

連の機械・設備などである。 

いま 1 つのアプローチは，ベトナムの中

小企業の叢生と発展について明らかにす

るべく，中小企業の企業家精神と企業環

境に関する独自のアンケート調査を実施

することである。この調査では，いかな

る条件下で中小企業が事業を発展させて

いるか，どのような機会と課題を中小企

業が予想し，また実際に直面しているか，

中小企業が政府からいかなる支援を受け

ているか，それは有効か否か，といった

点に焦点を絞った。 

 ダッカでのアンケート調査では縫製産

業に焦点を絞って実施したが，予算制約

と時間制約に加えて厳しい交通・通信状

況のために無作為抽出調査はできなかっ

た。商業省輸出促進局(EPB)の繊維部門に

よる協力を得て，EPB に登録し日常的に

EPB と事業接触している企業の代表者に

対してアンケート用紙を配布・回収し，

企業レベルのデータを何とか入手した。 

 ベトナムでのアンケート調査では，計

画投資省(MPI)社会経済情報・予想センタ

ー(NCIF)の連携研究者および統計総局

(GSO)の協力を得て，ハノイで事業登録し

ている企業のマスターリストを入手し，

層化無作為抽出により企業を選んでアン

ケート調査を実施した。その研究対象は

製造業に絞り，企業の選択は立地（産業

集積）と産業部門の細分類に基づいて行

なった。調査対象の企業数は，ハノイに

おける製造企業の産業集積と細分類を反

映するように設定し，合計で 600 社のデ

ータを得た。 

 

４．研究成果 

研究目的を達成するために，ベトナム，

ラオス，タイにおいて 5 度の現地調査

（2012 年にはハノイと隣接州，2013 年に

はハノイとベトナム北部 3州，2014 年に

はハノイ，ダナン，ヴィエンチャン，2015

年にはバンコク）を実施した。科研プロ

ジェクトの実施に伴い，現地調査の範囲

は現地の状況に応じて調整し，拡大した。

研究内容としては，中小企業振興政策，

インフォーマル部門のフォーマル化促進，

外国直接投資政策，その他の中小企業関

連政策について多角的に調査した。イン

タビュー先には，中央・地方政府の諸機

関（省庁，統計総局，中小企業技術支援

センター），中小企業組合，商工会議所，

国内企業と外国企業，JETRO，JICA，アジ

ア開発銀行などが含まれる。そのうち主

な活動と成果を以下に記す。 

 

① 第1の現地調査は2012年7月に実施

し，中小企業に関連した中央・地方

政府の機関に対して行なった。ハノ

イの政府機関(CIEM/MPI, AED/MPI, 

SIDEC/MOIC) ， 組 合 (VINASME, 

VASMIE)，教育機関（国民経済大学ビ

ジネススクール），JETRO や JICA を

訪問し，インタビュー調査を実施し

た。さらに，Vinh Phuc 州の工業団

地と中小企業を所管する地方政府の

計画投資省および同工業団地の中小

企業を訪問してインタビュー調査を

行なった。 



 

② 2013 年 8 月の現地調査では，ハノイ

とその周辺地域(Vinh Phuc 州, Hung 

Yen 州， Bac Ninh 州)に立地する自

動車部品，電子産業，金型，治具，

プラスチック加工，金属加工などの

中小企業に対して企業家精神に関す

る調査を実施した。また，連携研究

者(NICF/MPIの Luong Van Khoi博士)

とアンケート調査および共同研究に

ついて議論した。 

 

③ 2014 年には，ハノイ，ダナン，ヴィ

エンチャンにおいて現地調査を実施

した。ハノイとダナンでは日系企業

と地場中小企業を訪問し，日本投資

の概要とサポーティング産業（サプ

ライ・チェーン）について調査した。

特にダナンでは，人民委員会傘下の

投資促進センターを訪問して地方政

府の FDI 促進政策と中小企業発展政

策について調査した。ダナン市は日

本のからの FDI 誘致に極めて積極的

であり，日系企業専用の工業団地を

準備中であった。ダナンの日系企業

の代表者と面談して，事業状況や生

活環境についても調査した。 

 さらに，家計企業と零細企業のフ

ォーマル化（インフォーマルな未登

録企業からフォーマルな登録企業へ

の移行）について研究を拡張した。

また，中小企業の発展とフォーマル

化について理解を深めるため，家計

企業から有限企業や株式会社に移行

した多数の企業を訪問するとともに，

中小企業の発展に関わる多くの政府

機関(CIEM, ABR, GSO, VCCI)を訪問

し，企業のフォーマル化とデータ収

集についてインタビュー調査を実施

した。 

 ラオスでは，GIZ とラオス政府共

催の会議に出席し，研究成果をラオ

ス政府の役人と外国援助機関の代表

者（世界銀行、ラオスの JICA 事務所,

ラオスの日本大使館、アジア開発銀

行など）および多数の教育研究機関

の代表者に報告した。また，中小企

業の発展に関する知見を広げるため，

周辺諸国において中小企業の関連機

関を訪問・調査した。 

 

④ 最後に，2015 年には CLMV 諸国にお

ける企業発展について知見を広げる

ために，タイのバンコクとミャンマ

ーのヤンゴンで現地調査を実施した。

その目的は，両国経済の一般状況と

繊維・縫製産業について理解を深め

ることであり，そのため多数の繊

維・縫製企業を訪問した。 

 

要約すれば，現地調査を通じて 60 社以

上の企業，政府機関などを訪問し，ベト

ナムとラオスにおける中小企業の叢生と

発展過程について理解を深めることがで

きた。さらに，両国の企業発展と経済発

展について確固たる知識を得ることがで

きたが，これは将来これらの諸国だけで

はなく他の東南アジア経済（カンボジア

やミャンマーを含む）に研究を拡大する

際には不可欠なものである。 

現地の連携研究者を日本に招き，京都

大学でワークショップを開いて研究成果

を学生と研究者に還元した。さらに，ベ

トナムで広範な研究ネットワークと協力

体制を築き，非常に優秀な連携研究者を

得た結果，共同研究を実施し，共同論文

を執筆しつつある。 

研究成果としては 8 本の論文を執筆し

たが，そのうち 7 本は学術論文として発

刊されている。また，国内外の学会で研



究成果を発表している。さらに，研究代

表者は GIZ の招待に応えて，研究成果を

ラオス政府の役人と外国援助機関の代表

者（世界銀行、ラオスの JICA 事務所,ラ

オスの日本大使館、アジア開発銀行など

の代表者）に報告している。連携研究者

はベトナム政府の政策立案者と共に研究

結果を広めることができた。また，大学

教育においても研究成果を学生や研究生

に還元した。 

また，ベトナムとバングラデシュにお

いてはアンケート調査を実施して 1 次デ

ータを収集し，現在,その分析を進めてい

る。 

バングラデシュについては，合計 330

社のアンケート調査結果を入手して学術

論文を執筆し，学術雑誌に投稿中である。

その内容は，人的資本と社会資本の重要

性を強調するものであり，人的資本と社

会資本が好循環で相互補強的に作用して

企業家精神を強化し，企業のパフォーマ

ンスを向上するというものである。 

 ベトナムについては，ハノイの製造企

業を対象にしてアンケート調査を実施し，

以下の細分類 17 部門について調査した。

⑴食品，⑵飲料，⑶繊維，⑷アパレル，

⑸皮革製品，⑹木材加工，⑺家具，⑻紙

製品，⑼化学製品，⑽ゴム・プラスチッ

ク製品，⑾他の非金属製品，⑿一次金属，

⒀金属製品，⒁コンピューター・電子・

光学機器，⒂電気製品，⒃バイク，⒄他

の輸送機械である。データは 600 社にも

及ぶ企業レベルの包括的データであり，

企業家精神の研究には必要不可欠である。 

ベトナムについては現在データを分析中

であり，その分析結果はベトナムの学界

と政策立案者に還元される予定である。 
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